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1　序　　論
　マーケティングと管理会計との接点にあるテーマとして「マーケティング活動の有効性評価」に
ついて考察を行う。従来、管理会計の分野でマーケティング管理会計に関しては、主としてマーケ
ティング・コストの分析や管理、マーケティングの予算管理、あるいはROIによるマーケティング
活動の測定などのテーマで研究が行われてきている。企業では、マーケティングの領域は研究開発
などの領域と同じく非常に重要な活動領域であることはいうまでもない。しかしながら、マーケ
ティング活動の総合的な有効性評価に関する研究はこれまであまり行われてこなかった。
　マーケティングの分野では、一般的に物流費などの注文履行費は投入と産出との関係が明確であ
り、予算管理ではオペレーティング予算としての性格を有しているため、事前に費用対効果の測定
を行うことが可能である。それに対して、広告宣伝費や販売促進費などの注文獲得費は投入と産出
との関係が明確ではないので、費用の性格としてはマネジド・キャパシティ・コストであり、予算
管理ではプログラムド予算であるため、例えば売上高の何％などといった上限を設けてその範囲内
で予算が実行される。すなわち、広告宣伝や販売促進などの活動は予算管理では割当予算で編成さ
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れることになる〔26：p．146〕。
　本稿では、マーケティング活動の有効性評価の問題について、とりわけ管理会計の立場からマー
ケティング・メトリックス（測定尺度：指標）による業績管理システムの構築へ向けて若干の検討
を行う。本稿の目的は、個々のマーケティング・メトリックスの具体的な検討を行うことではなく、
マーケティング活動の有効性評価の問題の全体的なフレームワークを構築することにある。マーケ
ティングの研究分野で最近、マーケティング・メトリックスに関する研究成果がいくつか出てきて
いるので、管理会計の立場からマーケティング・メトリックスを取り上げ、その研究のための全体
像や研究アプローチを明らかにすることに焦点を合わせて考察することにする。
ll　マーケティング活動の概念の整理
　マーケティング活動の有効性評価の問題を明らかにするための前提として、まずマーケティング
活動の概念を整理する。すなわち「マーケティング活動」とは何かという問題である。そこで、マー
ケティング活動の概念を検討する場合、マーケティングの機能の視点から分類することが有用であ
る。出牛正芳教授は以下の2つの分類を明らかにしている〔19：pp．21－22〕。
（・）蛯撃兼Z琴臨危険負＿＿＿）
（2）
　上記のマーケティング活動の機能面からの分類は、（1）がマーケティング活動を交換機能、物理
的供給機能、促進機能の3つの機能に分類し、（2）がマーケティング活動をマーチャンダイジング、
物的配給機能、補助機能の3つの機能に分類している。それぞれマーケティング活動を機能の観点
から簡潔に整理し、体系化していると思われる。上記の用語で「標準化と格付」は、次のような意
味である。標準化は商品などの仕様や取扱いの標準化であり、また格付は商品などの等級の区別で
ある。「危険負担」とは、市場における需給バランスへの対応、リスク回避のための対応などの意味
である。
　一方、マーケティング活動の体系・全体像について、コトラーは以下のような22項目の体系を示
している〔15〕。
①21世紀のマーケティングの定義
②マーケティング戦略とマーケティング計画の立案
③情報収集と環境調査
④マーケティング・リサーチの実行と需要予測
⑤顧客価値・顧客満足・顧客ロイヤルティの創造
⑥消費者市場の分析
⑦ビジネス市場の分析
⑧市場セグメントとターゲットの明確化
⑨ブランド・エクイティの創出
⑩ブランド’ポジショニングの設定
⑪競争への対処
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⑫製品戦略の立案
⑬サービスの設計とマネジメント
⑭価格設定戦略と価格プログラムの策定
⑮バリュー・ネットワークおよびチャネルの設計と管理
⑯小売業・卸売業・ロジスティクスのマネジメント
⑰統合型マーケティング・コミュニケーションの設計とマネジメント
⑱マス・コミュニケーションのマネジメント（広告、販売促進、イベント、パブリック・リレーショ
　ンズ）
⑲人的コミュニケーションの管理（ダイレクト・マーケティングと人的販売）
⑳新製品の開発
⑳グローバル市場への進出
⑳ホリスティック・マーケティング組織のマネジメント
　コトラーのマーケティング・マネジメントの大著では、マーケティングの管理の対象すなわちマー
ケティング活動を非常に広範に捉えていることが分かるであろう。
　さて、本稿の課題である管理会計の立場からマーケティング活動の有効性の評価を行う場合、マー
ケティング活動を簡潔に整理する必要がある。筆者はマーケティング活動を①マーケティング戦略
計画、②マーケット・リサーチ、③消費者行動、④顧客価値の創造、⑤製品戦略、⑥ブランド構築、
⑦価格決定、⑧販売チャネル戦略、⑨物流活動、⑩広告・販売促進活動、などに分類する。これら
の分類は、マーケティング活動の有効性評価を行うためのフレームワークとして設定するものであ
り、マーケティング・マネジメントの領域ないし範囲がこれらに限定されるということではない。
　マーケティング活動の有効性評価のフレームワークとしてMcDonald他の著書〔3〕、〔4〕にお
いて、マーケティング・アカウンタビリティすなわちマーケティング活動の説明責任・実行責任に
ついて考察されている。これらの研究成果は、マーケティング活動の業績管理のフレームワークを
検討する際に有用であると思われる。また、同様にMcDonald他の著書〔3〕、〔4〕では、マーケ
ティング・デュー・デリジェンスについて特にマーケティング戦略のリスク分析に重点がおかれて
論じられている。マーケティング・デュー・デリジェンスとはビジネス・デュー・デリジェンスの
一分野として、通常、M＆Aにおける買収（投資）対象企業のビジネス、財務・税務、法務などの側
面から企業価値、リスクなどを詳細に調査する活動である。マーケティング・デュー・デリジェン
スのアプローチは、マーケティング活動のプロセスや結果の測定および評価において有用な分析方
法であるといえる。さらに、本稿で取り上げるマーケティング・メトリックスによるマーケティン
グ活動の有効性評価のための総合的な業績管理システムの構築が必要である。
皿　本研究に関連する研究サーベイ
　マーケティング活動の有効性評価の問題に関するこれまでの研究の状況について概観しておくこ
とにしよう。
　最初に、三上富三郎教授は、著書「マーケティング診断』においてマーケティング・システムと
戦略との関係について、とりわけマーケティング戦略の基本的性格として①消費者主権性、②環境
対応性、③動態性、④未来志向性、⑤競争性、⑥長期性、⑦総合性、⑧システム性、の8つを指摘
している。著書の内容としては、マーケティング診断の手川頁、マーケティング組織と戦略の診断、
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製品・製品計画の診断、マーケティング・チャネルの診断、ディーラー関係の診断、卸売業・販売
会社のマーケティング診断、小売業の診断について詳述されている〔23〕。
　次いで、光澤滋朗教授は、マーケティング監査について、①機能別、②管理側面別、③評価基準
別、④評価頻度別、⑤評価源泉別、の5つに大別し、予算管理やマーケティング・コストの分析な
どの会計的手法や、PIMS、　BCGマトリックスなどの手法による検討を行っている〔24〕。
　そして、浦郷義郎教授は、「マーケティング監査」に関する3本の論文において、マーケティング
監査の定義や特徴、アプローチ、構造とプロセスなどについて明らかにしている。また、マーケティ
ングの生産性に関する評価基準を取り上げ、効率性と有効性の観点から検討を行っている。マーケ
ティング監査に関する基本的な問題を論じている優れた研究成果であると思われる〔10〕、〔11〕、
〔12〕。
　さらに、Shapiro他の著書Marketing　Effectiveness：lnsigh　ts　from　Accoun　ting　and　Finance（マーケ
ティングの有効性：会計とファイナンスの視点から）は、マーケティング・コストやマーケティン
グの予算管理、マv－・一ケティングの意思決定問題などに関する31本の論考を集めた論文集である。ど
ちらかといえば、伝統的な管理会計のアプローチが採られている〔8〕。
　以上の「マーケティング診断」、「マーケティング監査」、「マーケティングの有効性」に関する従
来の研究は、次章で考察するマーケティング・メトリックスの諸説の研究成果の基礎になっている
ということができると思われる。
IVFマーケティング・メトリックスに関する諸説
　マーケティング・メトリックスについて、現在のところ以下の4つの文献で具体的なメトリック
スが示されている。
　Davisは3つのセクション、すなわち①Marketing　Planning　and　Customers、②The　Offering、
③Sales　Force、に分類し、103個のマーケティング・メトリックスが提案されている〔1〕。
　Farris他は11のカテゴリーすなわち①Share　of　Hearts，Minds，and　Markets、②Margins　and
Profits、③Product　and　Portfolio　Management、④Customer　Profitability、⑤Sales　Force　and
Channel　Management、⑥Pricing　Strategy、⑦Promotion、⑧Advertising　Media　and　Web　Metrics、
⑨Marketing　and　Finance、⑩The　Marketing　Metrics　X－Ray、⑪System　of　Metrics、に分類して
いる〔2〕。
　Raabは、大別して5つのカテゴリーすなわち①Financial　Metrics、②Brand　Metrics、③
Customer　Metrics、④Product　Metrics、⑤Channel　Metrics、に分類し、　BSCのアプローチで提案
している〔7〕。
　田村正紀教授は、9つのカテゴリーすなわち①対象市場の選択、②市場シェアの確保、③売上の
収益性向上、④顧客創造、⑤バリュー顧客、⑥ブランド化による競争力の持続、⑦広告による市場
普及の加速、⑧強い販路構築、⑨営業力強化、に分類している〔18〕。
　Davisのマーケティング・メトリックスが詳細かつ簡潔にまとめられているので、以下で原文の
まま引用する（図表一1～図表一5）〔1〕。Davisが示したマーケティング・メトリックスは、会計
分野とりわけ管理会計で一般的に使用されている測定尺度が取り上げられていることはいうまでも
ない。重要なことは、管理会計の視点でマーケティング・メトリックスを再編成することであるが、
本稿では具体的なマー一一一・ケティング・メトリックスの再構築のためのモデルの提案は割愛する。
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図表一1　マーケティング・メトリックス（1）
Section　l：Marketing
襯朧nd
1．Revenue
2．Gross　Profits
3．Value　to　Volume　Ratio
4，Net　Profits
5．Earnings－Based　Value
6．Return　on　Sales
7．Return　on　Assets
8．Return　on　Equity
9、Marketing　Cost　Per　Unit
濾簾：：：橡ll鷺
12．Net　Sales　Contribution
13．Time－Driven　Activity　Based
　　Costing
14．Causal　Forecast
15．Time　Series　Anaiysis
16．Market　Growth
17．Market　Share
18．Market　Demand
19．Market　Penetration
20．Segment　Profitability
　　　　　　　　　　図表一2　マーケティング・メトリックス（2）
21・Customer　Profitability　　　　　　　Section　ll：The　Offering
22．Share　of　Customer
23．Customer　Acquisition　Costs
24．Cost　Per　Lead
25．Break－Even　Analysis
26．Customer　Equity　and　Customer
　　Lifetime　Value
27．Consumer　Franchise
28．Retention　Rate
29．Churn　Rate
30．New　Customer　Gains
31．Customer　losses
32．Return　on　Customer
33．New　Product　Purchase　Rate
34．Profit　lmpact
35．Price
36．Mark・up　P ice
37．Target　Return　Price
38．Share　of　Voice
39．Advertising　to　Sales　Ratio
40．Reach
41．Frequency
42．Gross　Ratings　Points
43．Cost　Per　Gross　Rating　Point
　　　　　　　　　　図表一3
44．Sales　Premiums
45．Promotion　Profit
46．Response　Rate
47．Conversion　Rate
48．Direct　Mail　RevenueGoals
49．Direct　Mail　Pro而t　Goals
50，Direct　Mail　Gross　Profit
51，Direct　Mail　Net　Profit
52．Direct　Mail　ROl
53．Click－Through　Rates
54．Gross　Page　Impressions
　　（or　Gross　Page　Requests）
55．Cost　Per　Click
マーケティング・メトリックス（3）
　　　　　　　　　　56．Cost　Per　Action
　　　　　　　　　　57．Cost　Per　Sales　Dollar
　　　　　　　　　　58．Hits
　　　　　　　　　　59．Pay　Per　Lead
　　 　　　　　　　60．Brand　Equity
　　　　　　　　　　61．Brand　Premium
　　　　　　　　　62．Recall
　　　　　　　　　　63．Recognition
　　　 　　　　　64．Usage
　 　　　　　　　　65．Transactions　Per
　　　　　　　　　　　　　Customer
　 　　　　　　　　66．Returns　to　Net　Sales
　　　　　　　　　　67．Transactions　Per　Hour
　　　　　　　　　　68．Hourly　Customer　Traffic
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　　　　　　　　　図表一4　マーケティング・メトリックス（4）
69．lnventory　Turnover　　　　　　　　Section　l　ll：Sales　Force
70．Percent　lnventory　Carryin8　Costs
71．Gross　Margin　Return　on　lnventory　81・lndependent　Sales
　　lnvestment　　　　　　　　　　　　　　　Representative　Analysis
72．Sales　Per　Square　Foot
73．Sales／Profits　Per　Employee
74．Average　Transaction　Size
75．Average　ltems　Per　Transaction
76．Retail　Close　Ratio
77．Retailer’s　Margin　Percentage
78．Markdown　Goods　Percentage
79．Percent　Utilization　of　Discounts
80．Shrinkage　to　Net　Sales
82．Percent　of　Sales
83．Turnover　Rate
84．Recruiting
85．Breakd wn　Approach
86．Workload　Approach
87．Sales　Performance　Quotas
88．Av rage　Sales　Per　Call
89．Close　Process　and　Close　Ratio
90．Cost　Per　Call
91．Break－Even　Sales　Volume
92．Sales　Productivity
　　　　　　　　　図表一5　マーケティング・メトリックス（5）
93．Four　Factor　Model
94．Sales　Variance　Analysis
95．Sales　Price　Variance
96．Sales　Volume　Variance
97．Straight　Commission　Plans
98．Profit－Based　Commission
99．Straight　Salary
100．Salary　Plus　Commission　or
　　Bonus
101．Salary　Plus　Commission　and
　　Bonus
102．Commission　Plus　Bonus
103．Team　Selling　Compensation
　なお、田村正紀教授によれば、マーケティング・メトリックスのシステムである「マーケティン
グ・ダッシュボード」の構築における9つの検討事項を以下のように指摘している〔18：p．198〕。
①どのような情報がどのように利用されているのか。
②情報技術やマーケティング技術の進展から見て、その情報基盤はどの程度に先進的であるのか。
③それが遅れていれば、今後どう整備しなければならないのか。
④情報処理と判断基準に、各マーケターのバイアスが入り込んでいないだろうか。
⑤それらは、もはや時代遅れのものではないか。
⑥それらは組織が目指しているマーケティング・モードと一致しているだろうか。
⑦営業キャッシュフローなどの財務成果との関連が、明確につけられているだろうか。
⑧この関連が不明確なメトリックスを自己目的的に使用していないだろうか。
⑨成果と資源配分における部門間調整の必要性に関して、行動型ダッシュボード（現実に多様な形
で使われている）は何を示唆しているのだろうか。
このような点は、マーケティング・メトリックスによる業績管理システムの構築に際して検討す
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べき重要な指摘であると考えられる。
V　マーケティング活動の有効性評価における管理会計情報の質的基準
　マーケティング活動の有効性の評価を実施する場合、測定された情報が管理会計の立場から分析
するには、その情報の質、すなわち有用性の程度が重要になる。筆者は管理会計情報の質的基準な
いし評価基準（属性）として以下の10個の尺度を提案している〔28：pp75－77〕。
①目的適合性
②適　時　性
③戦　略性
④正確性
⑤完全性（精度）
⑥簡潔性（集約度）
⑦インセンティブ価値（動機づけ機能）
⑧理解可能性（単純性・明快性）
⑨測定可能性（比較可能性）
⑩コスト・ベネフィット
　上記の評価基準の10項目については、上から①～⑩の順序は重要性に従って項目をあげている。
①目的適合性、②適時性はあえて説明するまでもないが、それぞれ第1順位、第2順位で重要であ
ることを示している。目的適合性の概念は、情報の質的基準の中で質の広範な意味を含んでいるの
で、第1順位であることに異論はないと思われる。適時性の概念は目的適合性に含まれているとい
う考え方もあるが、タイムリーな情報提供は必要不可欠で重要なことであるので、ここでは目的適
合性と区別して第2川頁位としている。③の戦略性は、管理会計は戦略の実行を支援する管理のため
の技法や概念であると理解するので、第3順位で重要であることを意味している。④の正確性、⑤
の完全性（精度）、⑥の簡潔性（集約度）は、管理会計情報の特性として重要な評価基準ないし属性
であるので、それぞれ第4順位、第5順位1第6順位に位置づけている。
　⑦のインセンティブ価値（動機づけ機能）は、管理会計情報の基準として組織の動機づけの要素
に注意すべきである。この点に関連して、組織の業績管理ないし組織有効性と管理会計情報あるい
は管理会計システムの評価とが密接な関係にあることに注意すべきである〔27〕。
　次に、⑧の理解可能性（単純性・明快性）と⑨の測定可能性（比較可能性）は、重要性の優先順
位は低いけれども、やはり管理会計情報の特性として重要であるので、それぞれ第8順位、第9順
位に位置づけている。
　⑩のコスト・ベネフィットの評価基準は、今日、管理会計情報のみならずその他の企業のあらゆ
る情報が情報システム、換言すればERPで統合されて管理されているので、情報システムの費用対
効果の問題として理解すべきである。したがって、現在、企業ではインフラとしての情報システム
の整備ないし構築は必要不可欠な問題であり、情報システムの進化に合わせて継続的に情報システ
ムを改革していかなければならないといえる。そのため、管理会計情報のコスト・ベネフィットの
問題は、例えば情報の電子化やペーパーレス化の推進の問題になってくると思われる。つまり必要
な管理会計情報を要約してリアルタイムで提供する一方、膨大かつ無駄と思われる情報は出力せず
に電子的に情報をやり取りする方法が今後さらに進んでいくと思われる。
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　管理会計情報の有用性は、簡潔にいえば「管理会計情報の質と情報提供のタイミングすなわち適
時性」が重要であるということができる。
VIマーケティング活動の業績管理システム構築の必要性と当該問題に関する実務の状況
　マーケティング活動の業績管理システム（業績測定システム）の構築に関してアメリカでは、マー
ケティング関係のコンサルティング会社が「マーケティング・ダッシュボード」のシステムを開発
し企業への導入が行われている。「マーケティング・ダッシュボード」とは、企業のマーケティング
活動に関わる広告、プロモーション、流通、販売、売上、利益などのさまざまなデータを統括して
見やすくし、投資対効果などを可視化するための情報システムである。マーケティング活動のプロ
セスをPDCAで把握し、　ERPやその他の情報をBSCなどのアプローチにより管理するマーケティ
ング活動の業績測定システムであるということができる。マ・一・・ケティング・ダッシュボードのシス
テムの特徴は、ROIによる費用対効果の測定が重視されていることである〔16〕。
　わが国でも株式会社インテージ〔29〕、株式会社電通イーマーケティングワン〔30〕、株式会社野村総
合研究所〔31〕、株式会社日立コンサルティング〔32〕、マs－一・・ケティングメトリックス研究所〔33〕などの
コンサルティング会社が「マーケティング・ダッシュボード」によるマーケティング活動の業績管理のコ
ンサルティングを行っている。このようなマーケティング分野のコンサルティングは、わが国ではまだ始
まったばかりであり、今後、システムの精緻化、分析力の向上が必要であると思われる。特にマーケティ
ング活動の数量化が難しい定性的な事項、例えば消費者行動の測定などについて、どのように可視化で
きるかが重要な課題であると思われる。
皿　戦略管理会計とマーケティング管理会計との関係
　本稿の主題は「マーケティング活動の有効性評価」であるが、最後に、本稿のテーマに関連する
論点として「戦略管理会計とマーケティング管理会計との関係」について筆者の考え方を若干説明
しておきたい。
　「戦略管理会計とマーケティング管理会計との関係」は、それぞれ固有の領域がある一方、戦略管
理会計とマーケティング管理会計の両者に関連のある領域があることはいうまでもないと思われ
る。戦略管理会計は、そもそも1980年代に、とりわけ1981年に最初にK．Simmondsが
ManagementAccounting（ICMA）誌に論文を発表して以来、多くの論者によって提唱されたことは
周知の事実である。戦略管理会計が提唱された背景には、①企業環境の変化と伝統的管理会計の有
用性の喪失→顧客ニーズの多様化、製品ライフサイクルの短縮化、IT（FA、　FMS、　CIM、　OAなど）
の進化、企業活動のグローバル化、競争の激化などの要因による企業環境の変化→伝統的管理会計
の有用性の喪失（relevance　lost）が指摘された。②伝統的管理会計から戦略管理会計へ（1980年代
後半）→原価企画、ABC／ABM／ABB、　BSC、　EVA、品質原価計算、ライフサイクル・コスティ
ング、顧客別収益性分析、DPP（直接製品利益）、バックフラッシュ・コスティングなどの概念・技
法が提唱され、その結果、伝統的管理会計と比較して管理会計情報の質の向上（精緻化・有用性）
とタイムリーネスの重要性が認識されてきた。
　他方、マーケティング管理会計は1950年代後半から、特に1960年代にアメリカのNAA（現在の
IMA）のアメリカ管理会計シリーズの「マーケティング・コストの分析」、「マーケティング・コス
トの管理」などの著書が西澤脩教授によって翻訳されてから、主としてマーケティング・コストの
分析や管理の問題が取り上げられ研究が行われてきた。
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　戦略管理会計およびマーケティング管理会計の分野では、戦略論やマーケティング、品質管理な
どの分野で開発された技法、例えば①価値連鎖分析、②製品ライフサイクル分析、③PPM、④
SWOT分析、⑤PIMS、⑥経験曲線分析、⑦競争相手の分析、⑧TQM、⑨ベンチマーキング、など
がよく用いられている。両方の分野で、このような技法や概念が利用される一方、とりわけマーケ
ティング管理会計の分野で固有に取り上げられるテーマや技法・概念があることも事実である。
　戦略管理会計の研究を進めていけばいくほど、具体的かつ詳細な研究の展開はマーケティング管理
会計の分野に行き着くことが分かるのである。すなわち、市場志向ないし顧客志向の戦略管理会計の
具体的なテーマに関する研究を進めていくと、マーケティング管理会計の分野のテーマ、例えばマー
ケット調査、広告宣伝、販売促進、製品ないし企業のブランド構築、ブランド価値評価、製品開発と
マーケティングとの情報共有、販売管理、マーケティング関係の情報システムの管理、物流システム
の管理、など例を挙げたら枚挙に暇がないといえる。当然のことながら、戦略管理会計の固有の研究
テーマがあることは否定できない。例えば、研究開発や設備投資、新規事業の展開、M＆A、組織や
人事管理など、戦略管理会計の場合も個別の研究テーマは枚挙に暇がないと思われる。図表一6に示
すように、戦略管理会計の研究分野とマーケティング管理会計の研究分野が重複する部分と、重複し
ない部分があることになる。しかしながら、マーケティング管理会計の研究の進展なくして戦略管理
会計の進化・発展はないといっても過言ではないと思われるのである。
　他方、今日では、マーケティング活動は製造業やサービス産業などの営利企業のみならず、政府
や自治体などの行政、あるいは非営利組織においても重要かつ不可欠な活動であることはいうまで
もない。政府や自治体などでは国民や市民のニーズを常に調査・把握して、そうしたニーズを行政
に反映させるべきであるが、一方、政府や自治体は数々のイベント、例えばシンポジウムや会議、
催し物などを成功させるための手段として広報活動を行っている。そのような活動は、常にパブ
リック・リレーションズの活動が重要であり、また、それらの活動はプロジェクト・マネジメント
の側面もあり、マスコミを始めとして社会のあらゆる組織や個人と関係がある。そして、実施され
た活動がどのような結果であったのか、その結果とプロセスの成果の測定・評価が重要であるとい
える。行政の政策の評価についても同じことがいえると考えられる。
　議論を戻して、企業の管理会計の立場からマーケティング活動の効果・有効性あるいは費用対効
果の測定・評価の問題に対して、戦略管理会計の視点から提案された管理会計技法、すなわち原価
企画、ABC／ABM／ABB、　BSC、　EVA、ライフサイクル・コスティング、品質原価計算などを
どのように使用して、マーケティング活動、さらには企業の成果測定に貢献できるのかという問題
を再検討する必要性があると考えるのである。
図表一6　戦略管理会計とマーケティング管理会計との関係
マーケティング
管理会計
両者に関連のある領域
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皿　結　　論
　以上、「マーケティング活動の有効性評価一マーケティング・メトリックスと管理会計」のテー
マで考察を行ってきた。
　マーケティング・メトリックスに関する研究やコンサルティングの実務は、アメリカでもわが国
でも2005年頃から始まったばかりであり、当該テーマに関する研究と実務の蓄積はまだ少ないのが
現状である。今後、マーケティング・メトリックスに関する一層の研究、とりわけ管理会計の立場
からの研究を通じてその整理・体系化の作業を行うとともに、業種・業態あるいは事業規模・事業
展開の仕方などによりマーケティング活動の方法もかなり異なると思われるので、業種・業態別で、
詳細かつ緻密な分析手法によるマーケティング活動の業績管理システム（マーケティング・ダッシュ
ボード）を構築する必要があると考える。本稿では、当該テーマに関する問題や論点の整理を行っ
たに過ぎないので、これらの課題の検討は他日を期することにする。
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